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(3)   第２次開発計画






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 1-1 里地里山や関連地域（農村地域など）の土地利用の変遷を明らかにした 
     主な既往研究一覧 
※赤枠の既往研究は、研究対象地域の全域または一部が市街化調整区域に 
指定されている研究である。 

































































































































































































































































表 1-2 日本における地域制緑地やグリーンベルト思想に関する諸制度について取り扱った主な既往研究一覧（1/2） 
掲載年 タイトル 著者 学会・出版元
対象とした
地域制緑地





































































































































































































































































































































































表 1-2 日本における地域制緑地やグリーンベルト思想に関する諸制度について取り扱った主な既往研究一覧（2/2） 
掲載年 タイトル 著者 学会・出版元
対象とした
地域制緑地






























































































































































































































































































































準を都道府県等が条例で定めることが可能となってからは、その条例（所謂 34 条 11 号条
例と 34 条 12 号条例）に基づく開発許可制度の運用実態を明らかにする研究が現在にかけ


























































































































図 1−1  関東地方 1都 6県および土沢地域・吉沢地区における市街化調整区域に 
位置する里地里山の土地利用の変遷（1974 年・2014 年）(1) 
図 1−2  関東地方の市街化調整区域に位置する里地里山の土地利用図 
（左：1974 年 右：2014 年） 





















































田 畑 森林 荒地

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 第 1 章では、調整区域に位置する里地里山における現況と研究面において明らかにする
べき課題、本研究の目的と調査対象地域、本研究の構成について整理した。 
 第 2 章では、研究対象地域となる吉沢地区の概況を整理した上で、「土地利用に関連する
制度・計画」や「地域住民の意識」に影響を与えたことが予想される吉沢地区の地域づくり
の特性について整理した。 








 第 4 章では、「土地利用に関連する制度・計画」の変遷の把握を行った。調査対象期間は
1960 年代から現在である。具体的には国・神奈川県・平塚市のそれぞれにおいて、土地利
用方針を示した各種の行政計画や制度を対象とした文献調査を実施した。 





 第 6 章では、第 3 章から第 5 章にかけて個別に把握した 3 つの調査項目に対して、その
相互関係性の把握・考察を行い、現在の土地利用をめぐる論点とその経緯・背景について探
求した。 
 第 7 章は結論としてこれまでの総括をした上で、今度合意形成を図る上で重要な事項に
ついて提言を行った。 











































図 1-4 本研究の構成 




　　  「地域住民の意識」 の関係性の変遷
7-2　現在の土地利用をめぐる行政側と
         地域住民間の2つの論点
7-3　市街化調整区域に位置する里地里山における























         土地利用の変遷
5-1　「土地利用の実態に対する認識・評価」と








































































































  里山：傾斜地に山林や農地などが展開するエリア 
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「平塚市民」：吉沢地区以外の平塚市に居住する住民 
「外部者」：平塚市外から、吉沢地区に来訪した人々 











「産官学民」の活動参画主体は、厳密には 2010 年に連携協定を締結した X 社、平塚市、




の Y 社に事務局業務の一部を委託しており、Y 社が協議会の活動やワークショップなどの
事務を担っている。 
 以上より、本研究において「産官学民」の用語を用いる際は、連携協定を締結した 4 主体








































































































































 図 2-1 吉沢地区・ゆるぎ地区の広域位置図 









































図 3-2 吉沢地区に関係する行政単位 
図 2-2 平塚市西部における各行政区域 




 吉沢地区は図 2-3 で示す通り、自治会区でみると上吉沢、中吉沢、下吉沢、めぐみが丘の











は、平塚八景の一つである霧降りの滝がある（写真 2-2）。  
































































図 2-3 吉沢地区 4つの自治会区とゆるぎ地区の位置関係 
（国土地理院の空中写真から作成） 















































写真 2-1 ゆるぎ地区の農地 
    （写真提供：Y社） 
写真 2-2 霧降りの滝 
     （写真提供：Y社） 
 
写真 2-3 里地エリアの風景 
     （写真提供：Y 社） 
 






































図 2-6 平塚市都市計画図（2020 年現在） 





































 図 2-7 吉沢地区（上）とゆるぎ地区（下）の土地利用ゾーニング（2020 年現在） 















 図 2-8 は、1960 年から 2015 年までの平塚市全体、土沢地域、めぐみが丘の数値を除い
た土沢地域の人口動態を示している。1960 年時に約 11 万人であった平塚市の人口は、そ
の後も増加傾向を示し、2010 年には過去最高の 26 万人を記録した。 
1960 年時に 3797 人であった土沢地域の場合、1970 年に調整区域に指定されたのに関わ









































































































 図 2-9 平塚市全体（上）と土沢地域（めぐみが丘を除く）（下） 
の世代別の人口動態（1970 年～2015 年） 
＜平塚市全体＞ 
＜土沢地域全体＞（めぐみが丘を除く） 
1068 1296 1198 1223 1009 690 528 493 477 420
2982
3480 3492 3570 3532 3676 3516 3312 2906 2521
358
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れた。ゆるぎ地区でも住宅地開発を行う方針が充てられ、これが X 社の第 1 次開発計画に
相当する。  
しかし計画策定後にバブル経済が崩壊したことを受け、「ばらの丘ハイテクパーク構想」
はめぐみが丘など計画のごく一部しか実現されず、X 社は第 1 次開発計画を計画策定から





















(3) 第 2 次開発計画 
 
①第 2次開発計画策定の背景 


























ただ、図 2-11 のゾーニング図は第 2 次開発計画策定時のものであり、その後の「産官学
民」間の協議によって、ゾーニングに変更がなされる可能性があったことを留記しておく。










































図 2-10 第 2 次開発計画の基本的な考え方 


















































































(4) 第 2 次開発計画のその後 
 
 2007 年に第 2 次開発計画を策定以降、計画内容について「産官学民」間で協議を重ね、
数回に渡り平塚市長に計画提案書を提出するなど、X 社は計画実現に向けて模索していた。     
しかし、調整区域の位置づけを固持する平塚市との協議が難航したこと、深刻な人口減少
社会を受けて事業の採算性の見通しがとれなくなったこと等が重なり、X 社は 2015 年に正




成要素として選定された（写真 2-4、2-5、図 2-13）。 

























写真 2-4 吉沢八景【ゆるぎの丘】 
（奥側の農地が第 2次開発計画において 
住宅地として開発予定であった）  
写真 2-5 吉沢八景【松岩寺】 
（手前の農地が第 2次開発計画において 
住宅地として開発予定でった）  













売却した元地権者、現在も農地・山林を所有している地権者等を中心に、2017 年 2 月時点











て協議すること、の 2 点が挙げられる。およそ 2 ヶ月に 1 度のペースで役員会が開催され、











上吉沢自治会区 中吉沢自治会区 下吉沢自治会区 めぐみが丘自治会区















































(3) 「産官学民」協働（2008 年）以降の地域づくりの変遷 
 
























































5月30日（日） 第7回 東京農業大学との協働によるワークショップ／第28回 役員会
6月 4日（金）「平塚市まちづくり条例の見直し（案）」への意見（パブリックコメント）の提出
 7月 1日（木） 東京農業大学 総合研究所研究会内｢地域再生研究部会｣設立・参加



















 [ 6月11日（土） 第10回 東京農業大学との協働によるワークショップ（雨天につき中止）]　
6月25日（土） シイタケのホダ木づくり（第2回）ヨロイ伏せ作業
 8月 4日（木） 落合市長面談・「吉沢地区の活性化の実現に向けた要望書」の提出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
8月27日（土） そばオーナー制度（第1回）～種まき～
9月25日（日） そばオーナー制度（第2回）～中耕・土寄せ～／第12回 農的活動部会
10月 1日（土） 第11回 東京農業大学との協働によるワークショップ
10月23日（日） 東京農業大学オープンカレッジ講座 ～都市近郊における里地里山で秋の恵みに出会う～ 
11月12日（土） そばオーナー制度（第3回）～刈取り～乾燥～ ／第13回 農的活動部会
11月23日（水） そばオーナー制度（第4回）～脱穀・選別・みがき～ ／第14回 農的活動部会　　　　　　　　　　　　　　　
12月10日（土） 第12回 東京農業大学との協働によるワークショップ
12月15日（木）「平塚市総合計画見直し（素案）」への意見（パブリックコメント）の提出




















































 3月10日（土） 第13回 東京農業大学との協働によるワークショップ
3月16日（金） 第1回「湘南ひらつか・ゆるぎ地区」ディレクトフォース ボランティア活動
6月 9日（土） 第14回 東京農業大学との協働によるワークショップ 
10月 5日（金） 第2回「湘南ひらつか・ゆるぎ地区」ディレクトフォース ボランティア活動
10月13日（土） 第15回 東京農業大学との協働によるワークショップ
11月25日（日） 東京農業大学オープンカレッジ講座 ～都市近郊における里地里山での暮らしを体験する～
12月 5日（水） 第3回「湘南ひらつか・ゆるぎ地区」ディレクトフォース ボランティア活動
12月 8日（土） 第16回 東京農業大学との協働によるワークショップ 
2月16日（土） 第6回『湘南ひらつか・ゆるぎ地区の活性化に向けた報告会』 （講演会併催）
3月 9日（土） 第17回 東京農業大学との協働によるワークショップ
3月15日（金） 第4回「湘南ひらつか・ゆるぎ地区」ディレクトフォース ボランティア活動
5月13日（月） 第5回「湘南ひらつか・ゆるぎ地区」ディレクトフォース ボランティア活動
6月16日（日） 第18回 東京農業大学との協働によるワークショップ 
9月18日（水） 東京農業大学院後期授業　〔～ 9月20日（金）〕 　




12月 7日（土） 第20回 東京農業大学との協働によるワークショップ
12月11日（水） 第7回「湘南ひらつか・ゆるぎ地区」ディレクトフォース ボランティア活動
2月15日（土） 第7回『湘南ひらつか・ゆるぎ地区の活性化に向けた報告会』（講演会併催）
3月 8日（土） 第21回 東京農業大学との協働によるワークショップ
3月18日（火） 第8回「湘南ひらつか・ゆるぎ地区」ディレクトフォース ボランティア活動
5月20日（火） 第9回「湘南ひらつか・ゆるぎ地区」ディレクトフォース ボランティア活動
 6月15日（日） 第22回 東京農業大学との協働によるワークショップ 
9月21日（日） 横浜ローターアクトクラブの活動支援
10月 7日（火） 第10回「湘南ひらつか・ゆるぎ地区」ディレクトフォース ボランティア活動
11月 8日（土） 東京農業大学オープンカレッジ講座  ～都市近郊における里地里山での暮らしを体験する～
11月30日（日） 第23回 東京農業大学との協働によるワークショップ
12月 4日（木） 第11回「湘南ひらつか・ゆるぎ地区」ディレクトフォース ボランティア活動
2月21日（土） 第8回『湘南ひらつか・ゆるぎ地区の活性化に向けた報告会』（講演会併催）
2月24日（火） 日之宮神社・立石周辺整備／大山方向眺望拡大整備
3月 7日（土） 第24回 東京農業大学との協働によるワークショップ 
3月 9日（月） 山王山周辺整備 〔～ 3月11日（水）〕 　
3月17日（火） 第12回「湘南ひらつか・ゆるぎ地区」ディレクトフォース ボランティア活動
５月　　　　　　X社が第2次開発計画を断念することを発表　































く 7 種の活動と、「産官学民」の各主体の参画動向について、表 2-2 に整理した。「産官学
民」の全ての主体が参画している活動は、「産官学民協働のワークショップ」「協議会の総会」
































用に関する行政への要望 ● ● ○ △  ● 
産官学民協働のワークショップ ● ● ● ● ● ● 
協議会の総会 ● ● ● ● ● ● 
東京農業大学主催の 
オープンカレッジ ● ●  ●  ● 
農的活動 ● ●  △  ● 
ＤＦによる里山保全活動 ● ●    ● 













表 2-2 7 種の活動に対する「産官学民」の各主体の参画動向 








 この活動は、協議会が設立し、第 1 回のワークショップが実施された前後の 2007 年から
2008 年前半の期間に活発的に取り組まれていた。第 2 次開発計画を実現させるために、
2008 年後半に策定予定であった平塚市の第 2 次都市マスタープランに第 2 次開発計画の内
容を盛り込んで貰うことが理由の一つに挙げられる。また、この第 2 次開発計画の策定に
は東京農業大学教授の麻生恵氏が参画していた。 


































































11 月の第 1 回を皮切りに、年に 2、3 回開催されるようになり、2017 年 12 月時点で第 32
回を迎えている（写真 2-6～2-11）。 
 第 1 回のワークショップから、はじめて学生（当時は東京農業大学生のみ）がゆるぎ地区
に訪れるようになり、それ以降、「産官学民」の全ての主体が満遍なく参加している（図 2-
15,表 2-3）。また、吉沢地区外に居住している平塚市民など、一般参加者も参加している。 




方針について話し合う「グループ協議」の 5 種で構成されている。 
 なお、各ワークショップで実施するプログラムは、ワークショップ開催前に開かれる「産
官学民」の分科会で協議・決定される。 


























































表 2-3 ワークショップのプログラム別・参加者属性別の参加者の推移 








































表 2-4 ワークショップのプログラム内容一覧（第 1回〜第 32回） 
1 自然観察 まち歩き活動 池→滝→ゆるぎの丘
2 グループ協議 グループ協議 公民館
第2回 2008 12 11 3 グループ協議 グループ協議 公民館
第3回 2009 3 14 4 里山保全活動 里山保全活動（下草刈り） Z散策地
5 自然観察 植生調査 Z散策地
6 里山保全活動 農作物の苗植え体験 ゆるぎの丘農地
7 里山保全活動 農作物の収穫体験 ゆるぎの丘農地
8 自然観察 植生調査（モニタリング） Z散策地
9 自然観察 散策路マップづくり ゆるぎの丘～公民館の散策路
10 里山保全活動 散策路整備（下草刈り） Z散策地
11 自然観察 植生調査（モニタリング） Z散策地
12 自然観察 植生調査（モニタリング） Z散策地
13 自然観察 散策路モニタリング調査 ゆるぎの丘～公民館の散策路
14 里山保全活動 農作物苗植え体験 ゆるぎの丘農地
第8回 2010 9 26 15 里山保全活動 竹林整備活動 霧降りの滝北西部の斜面地
16 自然観察 まち歩き活動 公民館北部
17 里山保全活動 農的活動 ゆるぎの丘農地
18 里山保全活動 広葉樹苗のポット苗作り Z散策地
19 里山保全活動 散策路清掃 ゆるぎの丘～公民館の散策路
20 里山保全活動 落ち葉堆肥置き場づくり ゆるぎの丘農地
21 里山保全活動 針葉樹間伐とチェーンソー体験 霧降りの滝南部の斜面地
22 里山保全活動 散策路整備（排水処理） ゆるぎの丘農地
23 里山保全活動 落ち葉堆肥づくり ゆるぎの丘農地
24 クラフト制作 樹名板作成と設置 ゆるぎの丘～公民館の散策路
25 自然観察 カブトムシ幼虫探し ゆるぎの丘～公民館の散策路
26 里山保全活動 実生苗の植樹 ゆるぎの丘農地
27 クラフト制作 樹名板作成 公民館
28 その他 樹名板設置 ゆるぎの丘～公民館の散策路
29 里山保全活動 カントリーヘッジづくり Z散策地
30 里山保全活動 つる植物の万年堀の植栽 中吉沢の池付近
31 自然観察 自然観察ハイキング ゆるぎの丘～公民館の散策路
32 調理体験 バームクーヘンづくり 公民館
33 里山保全活動 針葉樹の間伐 霧降りの滝南部の斜面地
34 里山保全活動 散策路の下草刈り トンボの池付近
35 里山保全活動 どんぐり拾い・苗づくり Z散策地
36 里山保全活動 落ち葉堆肥づくり ゆるぎの丘農地
37 里山保全活動 休憩スポット整備 吉沢八景「松岩寺」休憩所
38 自然観察 カブトムシの幼虫探し ゆるぎの丘農地
39 自然観察 吉沢地区の良いところ探し ゆるぎの丘～松岩寺～公民館の散策路
40 里山保全活動 彼岸花の植栽 ゆるぎの丘農地
41 クラフト制作 ウッドバッチワーク 公民館
42 里山保全活動 散策路の下草刈りA Z散策地
43 里山保全活動 散策路の下草刈りB Z散策地
44 里山保全活動 散策路の下草刈りC トンボの池付近
45 里山保全活動 散策路下草刈り ゆるぎの丘農地
46 里山保全活動 落ち葉掻き・堆肥づくり Z散策地
47 里山保全活動 どんぐり拾い・苗づくり ゆるぎの丘～公民館の散策路
48 里山保全活動 植樹 吉沢八景「松岩寺」休憩所
49 里山保全活動 湿地の植栽 トンボの池付近
50 里山保全活動 椎茸のホダ木づくり・カブトムシ幼虫探し ゆるぎの丘～公民館の散策路
51 自然観察 水辺調査 中吉沢の池付近
52 クラフト制作 草木染め体験 公民館
53 里山保全活動 散策路整備（下草刈り） ゆるぎの丘西側
54 クラフト製作 クリスマスツリーづくり 公民館
55 里山保全活動 散策路整備A ゆるぎの丘南側
56 里山保全活動 散策路整備B Z散策地
57 自然観察 吉沢八景探し 吉沢八景散策路
58 里山保全活動 散策路の下草刈り Z散策地
59 自然観察 ハイキング ゆるぎの丘～公民館の散策路
60 クラフト製作 樹名板作成と設置 ゆるぎの丘～公民館の散策路
61 里山保全活動 散策路の下草刈り 吉沢八景「松岩寺」休憩所
62 クラフト制作 靴べら・門松づくり 公民館
63 里山保全活動 散策路の下草刈り Z散策地
64 自然観察 吉沢八景をめぐるハイキング ゆるぎの丘～公民館の散策路
65 里山保全活動 散策路の下草刈り ゆるぎの丘農地
66 自然観察 野鳥観察 ゆるぎの丘～公民館の散策路
第28回 2016 6 18 67 自然観察 吉沢八景ウォークラリー 吉沢八景散策路
68 クラフト制作 正月飾り・イモ板づくり 公民館
69 自然観察 散策 ゆるぎの丘～公民館の散策路
70 自然観察 吉沢八景ネイチャービンゴ ゆるぎの丘～公民館の散策路
71 クラフト製作 吉沢八景サイン板づくり 公民館
72 里山保全活動 散策路の下草刈り Z散策地
73 クラフト制作 押し花づくり 公民館
74 自然観察 散策 ゆるぎの丘～公民館の散策路
75 里山保全活動 散策路の下草刈り 吉沢八景「松岩寺」休憩所
76 クラフト制作 リースづくり 公民館
77 自然観察 散策 ゆるぎの丘～公民館の散策路











































































写真 2-6 ワークショップ 
     「ゆるぎの丘」における 
     里山保全活動 
  
写真 2-7 ワークショップ 
     「Z散策地」における 
     里山保全活動 
  
写真 2-8 ワークショップ 
     「自然観察」 
  
写真 2-9 ワークショップ 
     「クラフト制作」 
  
写真 2-10 ワークショップ 
     「調理体験」 
  
写真 2-11 ワークショップ終了後の 






























図 2−16 公表資料に記載された吉沢八景の目的 



















表 2-5 「吉沢八景選定プロジェクト」選考委員の内訳 
産 X 社 ５名 
官 平塚市 ２名 



























（2014 年 8 月〜2015 年 6 月）とその集まった候補から八景を決める「選定段階」（2015 年






























































































































































＜第一次絞込み （応募件数 377 件→有効応募件数 305 件）＞ 
 応募された候補の中から、以下の無効となった候補が除外された。 
 無効となった候補：①吉沢地区外から見た候補 
          ②私有地から見た候補 
          ③危険な場所から見た候補 
          ④主対象が個人の建物の候補 
          ⑤視点場の位置が特定できない候補 
 
＜第二次絞込み （有効応募件数 305 件→選考対象候補数 84 件）＞ 
 有効応募のうち、視点場あるいは視対象がほぼ同一の重複している候補が除外された。 
 
＜第三次絞り込み（選考事前アンケート）（選考対象候補数 84 件→最終候補 26件）＞ 
選考対象をさらに絞り込むために、選考委員を対象に選考事前アンケートを実施し、以
下の「選考の視点」で各候補の絞り込みを行った。そして、得票数の結果から、最終候補
として 26 件が残された。 
 選考の視点ア：「将来に残し育てたい風景である」 
      イ：「吉沢地区の特徴があらわれた風景である」 
      ウ：「季節や時間帯の変化による多様な楽しみ方や体験ができる風景 
         である」      
      エ：「（視点場が）散策ポイントまたは目的地や活動の拠点になりう  
る」           
 
⑦最終審議 


















































































































山林の管理放棄化」の 2 つの現象が進行していることが明らかとなっている。 
また、国土数値情報の「都市地域土地利用細区分メッシュデータ」からも、関東地方の各






















































 また、迅速測図は 1880 年から 1886 年の期間に測量されて随時各区域の地図が発行され
ているが、吉沢地区が主に位置している「神奈川縣相模国大住郡金目村及外數村」が測量さ
れた年次は 1882 年であったため、1882 年を出発点に設定した。 
 次に、1970 年を 2 番目の分析対象時期に設定した理由については、以下の 2 点が挙げら
れる。1 点目は、既往文献でも指摘されているように、里地里山の伝統的な土地利用の循環
システムがみられたのは、全国的には 1960 年代までとされている 4)。したがって、1970 年
は、一般的に里地里山の伝統的な土地利用の循環システムが変化した転換年であると判断








 次に、1995 年を 3 番目の分析対象時期に設定した理由は、主に以下 2 点が挙げられる。 
1 点目は、調整区域指定以降の土地利用の変遷を詳しく調査する必要がある中で、1995 年




 そして最後に、現在の土地利用として、2018 年を設定した。 
 以上をまとめると、1882 年～1970 年は、調整区域指定前であり且つ里地里山の伝統的な
土地利用の循環システムがみられた期間、1970 年～2018 年は調整区域に指定され、伝統的
な土地利用の循環システムの消失が予測される期間と大別することができる。さらに後者
の期間は、旧住民の人口が減少し始めた 1995 年の前後で細区分することができる。 
  
＜6種類に設定した土地利用の項目のその理由＞ 
 土地利用の項目に「山林」「田」「畑」「住宅地」「ゴルフ場」「その他」の 6 種類を設定し
た理由は、既往研究の参照結果と、吉沢地区の実情に即したことの 2 点が関係している。 
まず、里地里山の土地利用を取り扱った既往研究の多くは、「山林」「田」「畑」「住宅地」
の 4 種類を分析対象に設定している点で共通している。既往研究毎に異なるのは、「山林」






























































































































図 3-1 1882 年 吉沢地区土地利用図 
図 3-2 迅速測図（1882 年測量）における吉沢地区（拡大版・広域版） 














































































図 3-4 1960 年代の吉沢地区の空中写真（拡大版・広域版） 
図 3-3 1970 年 吉沢地区土地利用図 






 作成した土地利用図および土地利用図作成の際に参照した空中写真を図 3-5、3-6 に示す。 







































































図 3-6 1995 年の吉沢地区の空中写真（拡大版・広域版） 
図 3-5 1995 年 吉沢地区土地利用図 














































































図 3-8 2018 年の吉沢地区の空中写真（拡大版・広域版） 
図 3-7 2018 年 吉沢地区土地利用図 





⑤1882 年～2018 年の吉沢地区における土地利用項目の変化 
 作成した 4 つの土地利用図から ArcGIS10.6 を用いて算出された各土地利用項目の面積
を基に、定量的な視点から土地利用の変化の把握を行った。また適宜、統計資料の結果も参
照することでデータの精度の補完を図った。 
 1882 年においては、図 3-9 より、「山林」の面積は 1.97 ㎢、「畑」は 2.51 ㎢、「田」は
0.22 ㎢、「住宅地」は 0.14 ㎢であった。そして、吉沢地区が調整区域に指定された 1970 年
では、「山林」の面積は 1.69 ㎢、「畑」は 2.66 ㎢、「田」は 0.22 ㎢、「住宅地」は 0.27 ㎢で
あった。したがって、1882 年から 1970 年の期間で、「山林」が減少して「畑」「住宅地」が





































































1882 年 901 141 422 69 - - 
1969 年 1260 246 435 81 - - 
1995 年 1372 365 497 124 - - 
2000 年 1264 371 512 134 - - 
2005 年 1216 377 594 168 1286 389 
2010 年 1157 385 568 169 2228 669 
2015 年 1091 389 532 166 2583 782 















表 3-1 1882 年・1970 年における各土地利用項目の変化面積 










山林 住宅地 田 畑
山林 1.33 0.02 0.01 0.61 1.97
住宅地（集落） 0.01 0.09 0.01 0.03 0.14
田 0.00 0.02 0.10 0.10 0.22
畑 0.35 0.14 0.10 1.91 2.51



































































図 3-11 吉沢地区における転用目的別の農地法 5条転用許可申請件数の推移 
    （平塚市提供の農地転用許可申請簿から作成） 
図 3-12 吉沢地区における転用目的別の農地法 5条転用許可申請面積の推移 




 次に、吉沢地区の調整区域指定以降の 1970 年から 2018 年の期間の各土地利用項目の面
積の変化について、1995 年時では、「山林」の面積は 2.13 ㎢、「畑」は 1.81 ㎢、「田」は
0.13 ㎢、「住宅地」は 0.43 ㎢であった(図 3-9)。したがって、前時期の 1970 年時と比較す
ると、「畑」の面積が減少し、「住宅地」と「山林」が増加していることが明らかとなった。 




宅地」に変化している箇所も 0.02 ㎢あることが確認された。 
 以上の土地利用変化が生じた要因として、畑の山林化に関しては、耕作放棄地の増加が可
能性として挙げられた。実際、吉沢地区の経営耕地と耕作放棄地の推移を示した図 3-13 よ
り、1985 年から 2000 年にかけて耕作放棄地が急激に増加している。また、吉沢地区にお




 以上より、1970 年から 1995 年の期間では、「農地（畑・田）の耕作放棄化による山林化」
と「住宅地開発による農地・山林の減少」の２つの現象が併存していた。 
 そして最後に 2018 年では、「山林」の面積は 1.99 ㎢、「畑」は 1.67 ㎢、「田」は 0.01 ㎢、










 以上より、1995 年から 2018 年の期間においても、前期間と同様に「農地（畑・田）の耕
作放棄化による山林化」と「住宅地開発による農地・山林の減少」の２つの現象が併存して
いたことが明らかとなった。なお、2 つの期間を比較すると、「農地（畑・田）の耕作放棄
化による山林化」の現象は 1970 年から 1995 年の期間において、「住宅地開発による農地・








































表 3-2 1970・1995 年における各土地利用項目の変化面積 
表 3-3 1995・2018 年における各土地利用項目の変化面積 
山林 住宅地 田 畑 ゴルフ場 その他
山林 1.46 0.02 0.0001 0.15 0.04 0.02 1.69
住宅地 0.03 0.19 0.00 0.05 ー ー 0.27
田 0.04 0.03 0.09 0.05 ー 0.002 0.22
畑 0.59 0.19 0.04 1.56 0.09 0.19 2.65








山林 住宅地 田 畑 ゴルフ場 その他
山林 1.68 0.19 ー 0.20 0.003 0.04 2.13
住宅地 0.02 0.28 ー 0.08 ー 0.04 0.42
田 0.001 0.03 0.004 0.09 ー 0.005 0.13
畑 0.25 0.26 0.002 1.25 0.01 0.04 1.81
ゴルフ場 0.01 ー ー 0.001 0.11 ー 0.13
その他 0.02 0.002 ー 0.04 ー 0.15 0.21

























































1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015
経営耕地・田 経営耕地・畑 耕作放棄地
図 3-13 吉沢地区における経営耕地（田・畑）と耕作放棄地の面積の推移(2) 
（農業集落カードより作成） 

















































 ①で抽出した代表的な土地利用変化の 7 つのタイプ毎に、地域住民（且つ地権者）へのヒ
アリング調査を行い、各土地利用変化のその要因について考察を行った。 
具体的には、各タイプの土地利用変化の特徴が顕著にみられる土地を選定し、その土地の
地権者である地域住民に調査の協力を打診した。その結果、5 名の地権者（a 氏、b 氏、c 氏、
d 氏、e 氏、以下敬称略）からヒアリング調査を実施することが出来た（表 3-6）。 





なお、ヒアリング対象者 5 名は全員協議会の会員であった。5 名全員は幼少期から吉沢地
区に居住していたが、全員 60 歳代から 70 歳代であり、記憶が残っているのは最も古くて












































































































図 3-16 ヒアリング調査対象となった地点 
（図中の番号は表 3-6 の地点番号と対応） 





 4 つの時期の土地利用図をオーバーレイ解析にかけて、面積が 100 ㎡以下の土地利用変
化パターンを誤差として除外した結果、全部で194パターンの土地利用変化が確認された。 
このうち、各パターンの面積が 0.01 ㎢以上のパターンを抽出した結果、全部で 47 パター
ンあることが判明した（表 3-4）。 
この 47 パターンの合計面積は 4.37 ㎢と吉沢地区全体面積（4.83 ㎢）の 90％以上を占め
ていたため、この 47 パターンの土地利用変化に対して、特徴毎にタイプ分類を行った。 
 その結果、以下に示す通り、７つの土地利用変化のタイプが分類された（表 3-5）。 
 
A タイプ：1882 年から 2018 年までの間、土地利用の項目が一切変化しなかったタイプ 
である（3 組）。このタイプは、合計で 2.06 ㎢と吉沢地区の約 4 割を占めてい 
た。つまり、逆に言えば、吉沢地区の残りの約 6 割の地点が、何かしらの土地 
利用項目に変化したことを意味している。 
 
 B タイプ：「畑」から、いずれかの時期で「住宅地」または住宅地以外の都市的な土地利 
用を示す「その他」へと変化したタイプである（19 組）。 
 
 C タイプ：「畑」から、いずれかの時期で耕作放棄によって「山林」へと変化したタイプ 
である（5 組）。 
 
 D タイプ：「山林」であった地点から、いずれかの時期で「畑」へと開墾されたタイプで 
ある（7 組）。 
 
 E タイプ：D タイプ同様「山林」から「畑」へと開墾された地点であるが、耕作放棄によ 
って再び「山林」へと変化したタイプである（3 組）。 
 
 F タイプ：「田」からいずれかの時期で「畑」へと変化したタイプである（6 組）。 
 











































表 3-4 0.01 ㎢以上の土地利用変化パターン一覧 
表 3-5 土地利用変化パターンのタイプ分類 
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②土地利用変化の要因を確認するヒアリング調査 




＜土地利用変化 タイプ A・山林> 
 1882 年から 2018 年にかけて全く土地利用に変化のなかったタイプ A の中で、山林のま
ま変化のなかった地点の分布図を図 3-17～3-20 に示す。 
 里山エリアのゆるぎ地区の中で、農地と接している山林以外の山林（すなわちゆるぎ地区
の中心部に位置する山林）のほとんどがこのタイプに属していた。 































































図 3-17 タイプ A・山林の分布図（2018 年） 






































図 3-19 タイプ A・山林の分布図（1882 年） 
図 3-20 タイプ A・山林の分布図（傾斜量図） 
 94
＜土地利用変化 タイプ A・畑> 
 1882 年から 2018 年にかけて全く土地利用に変化のなかったタイプ A の中で、畑のまま







































































図 3-21 タイプ A・畑の分布図(2018 年) 






































図 3-23 タイプ A・畑の分布図(1882 年) 
図 3-24 タイプ A・畑の分布図(傾斜量図) 
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＜土地利用変化 タイプ A・住宅地> 
 1882 年から 2018 年にかけて全く土地利用に変化のなかったタイプ A の中で、住宅地の







































































図 3-25 タイプ A・住宅地の分布図（2018 年) 






































図 3-27 タイプ A・住宅地の分布図（1882 年) 
図 3-28 タイプ A・住宅地の分布図（傾斜量図) 
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＜土地利用変化 タイプ B＞ 
 1882 年から 2018 年のある時点において、畑から住宅地、もしくは都市的土地利用に転







































































図 3-29 タイプ Bの分布図(2018 年) 






































図 3-31 タイプ Bの分布図(1982 年) 












































＜土地利用変化 タイプ C＞ 








































































図 3-34 タイプ Cの分布図（2018 年） 






































図 3-36 タイプ Cの分布図（1882 年） 
図 3-37 タイプ Cの分布図（傾斜量図） 
 107 
＜土地利用変化 タイプ D＞ 
 山林からいずれかの時期で畑へ変化したタイプ D の分布図を図 3-38～3-41 に示す。 
 このタイプに該当する土地は、ゆるぎ地区西側の畑と、ゆるぎ地区内部の緩やかな尾根地
形の中で現在の山林に接する畑の 2 種類に大別される。 
 ヒアリング調査でこのタイプに該当する土地は 2 地点であり、2 種類それぞれ 1 地点ず
つであった。 



































































図 3-38 タイプ Dの分布図(2018 年) 






































図 3-40 タイプ Dの分布図(1882 年) 
図 3-41 タイプ Dの分布図(傾斜量図) 
 110 
＜土地利用変化 タイプ E＞ 
 いずれかの時期で山林から畑へと変化し、その後再び山林へと変化した土地利用変化で
あるタイプ D の分布図を図 3-42～3-45 に示す。 
 このタイプに該当する土地は、基本的にはタイプ C とタイプ D に該当する土地の立地特
性を合わせたような立地特性を有している。すなわち、ゆるぎ地区の山林と周囲の畑が接し、
谷間の地形に位置する土地がこのタイプに該当する場合が多い。 



































































図 3-42 タイプ Eの分布図（2018 年） 






































図 3-44 タイプ Eの分布図（1882 年） 
図 3-45 タイプ Eの分布図（傾斜量図） 
 113 
＜土地利用変化 タイプ F＞ 
 田からいずれかのタイミングで畑へと変化した土地利用変化であるタイプ F の分布図を 
図 3-25 に示す。 
 このタイプに該当する土地は、中吉沢の集落の東側に位置する土地がほとんどであった。 





































































図 3-46 タイプ Fの分布図（2018 年） 






































図 3-48 タイプ Fの分布図（1882 年） 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































①市街化調整区域指定前（1882 年から 1970 年）の居住人口の推移 
 調整区域指定前における居住人口の推移については、平塚市博物館が編纂した「平塚




戸の出自情報を 1970 年の住宅地図にプロットして集計した。 
そして、別の文献資料 10)から得た 1882 年時の戸数および人口と比較することで、調
整区域指定以前の 1882 年から 1970 年の期間における居住人口の推移が、本家からの分
家と他地域からの移住のどちらによってなされていたのかを把握した。 
 
②市街化調整区域指定後（1970 年から 2018 年）の居住人口の推移 


























①調整区域指定以前（1882 年から 1970 年）における居住人口の推移 
文献資料と住宅地図を確認した結果、1960 年代から調整区域指定の 1970 年にかけて、
急激に他地域からの移住が多くなったことが確認された（表 3-7）。さらに、農地の所有


























表 3-7 1970 年時の吉沢地区の各戸の属性 
































公益上必要な建築物                        など 










られるもの（分家住宅など）                           など 


















































































































































































































































































































































































































































































































図 4-1 国土の利用の諸計画に関する体系（2005 年以降） 
















































































 都市計画法においては、2000 年と 2001 年にかけて大規模な法改正がなされた。まず、
市街化区域と調整区域を分ける線引きの決定権が国から都道府県に移行し、それに伴い線
引きの実施も選択制となった。また、1975 年に導入された既存宅地確認制度が廃止され、



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(1) 第三次総合計画（1966 年） 
 









 なお、平塚市も含む湘南地区全体では、基準年次である 1962 年の居住人口が 37.8 万人















































































































































































件は、表 4-6 のようにされていた 5)。調整区域は、（2）と（3）との、「市街化が将来的
には予想されるが保留とする地域」と「半永久的に市街化を抑制する地域」の 2 種類の
位置づけの異なる地域が含まれることとなった。 


















・人口密度は、平均 80 人/ha とし、 
























































































































































































































































































































     良い環境をつく 
 






































































































































































































表 4-8 【第 1次神奈川県国土利用計画】の抜粋内容 
140 
 
























































































































































































































































































































































































    集約型
   「湘南農業」



















































表 4-11 【神奈川県都市マスタープラン（1986）】の抜粋内容 




































































































































































(5) かながわ新総合計画 21（1997 年） 
 




























































































































































































































































































































































































































































































表 4-15 【神奈川県都市マスタープラン 第 2次改訂（1997）】の抜粋内容 
148 
 
























































































































































































































































































表 4-17 【神奈川県都市マスタープラン 第 3次改訂（2007）】の抜粋内容 































































































































(7) かながわグランドデザイン（2012 年） 
 

































































































































































































































































































表 4-20 【神奈川県土地利用基本計画（2017）】の抜粋内容 
































































(1) 新市建設基本計画（1962 年） 
 











































































































































































































































(2) 新市建設基本計画再調整（1965 年） 
 






























































































































































































(3) 平塚市総合開発計画（1970 年） 
 
①市街化区域と市街化調整区域の設定 




















































































































































































































































































































図 4-3 平塚市の農業振興地域及び農用地区（2020 年現在） 
163 
 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































地帯の中で分散的に配置され（図 4-5）、建物関係の開発計画区域は合計で約 260ha となっ
た。このうち約半分は開発区域内緑地である。さらに、研究機関等の従業者数を約 2400 人、
新住民人口を約 15000 人と設定しており（2010 年時点）、1990 年当時の土沢地域の人口（約






































となる計画（X 社の第 1 次開発計画に相当）と、「農芸文化公園」を整備する計画の 2 種類
で構成され、一体的に推進していくとされていた。 
・第 1 次開発計画 
 X 社が開発主体となる第 1 次開発計画において、ゆるぎ地区は構想の中で「最も保存が
望まれる霧降り水系と広大な斜面緑地を含む地区」であるとされ、保全と開発のあり方に
十分配慮するという開発方針が示された。具体的には、調整区域内の開発であることに留
意し、開発計画区域の 5 割以上を緑地として保全することとした。 
その結果、産業研究系敷地を 20ha、交流プラザ等の交流系敷地を 5ha、住宅系敷地を 30ha
と、合計 55ha のゆるぎ地区の敷地を整備する計画が示され、これは開発計画区域の約 4 割
に相当する。残りの約 6 割の区域が保全緑地となった。 

































































































図 4-7 ゆるぎ地区の第 1 次開発計画と農芸文化公園のゾーニング図（空中写真版） 





















 【ばらの丘ハイテクパーク構想】など、土地利用の大幅な改変を伴う計画が 1988 年に策

























（6） 新平塚市総合計画 改訂基本計画（1998 年） 
 






























































































































































































けられた（図 4-8、表 4-28）。このことを受け、平塚市も【新平塚市総合計画 改訂版】を

































図 4-8 平塚市都市マスタープラン（第 1次）に示された平塚市の将来都市構造図  








































図 4-9 平塚市都市マスタープラン（第 1次）において示された 
西部地域の将来土地利用ゾーニング 












































































































































































































































表 4-28 【平塚市都市マスタープラン（第 1次）】の抜粋内容 
178 
 
（7） 平塚市総合計画 生活快適・夢プラン（2007 年） 
 
①平塚市総合計画 生活快適・夢プラン（2007 年） 












































































































































表 4-29 【平塚市総合計画 生活快適・夢プラン】の抜粋内容 
179 
 
②平塚市都市マスタープラン（第 2次）（2008 年） 
 総合計画が策定されて 1 年後の 2008 年に、【平塚市都市マスタープラン（第 2 次）】が策


































図 4-10 平塚市都市マスタープラン（第 2次）に示された平塚市の将来都市構造図 








































図 4-11 平塚市都市マスタープラン（第 2次）に示された西部地域の将来土地利用ゾーニング 































































































































































































































































































































「海・川・丘 陵・田園など貴 重 な自然やみどりは、美しい 姿を維持しながら、次世代につないでいきます。（後略）」


















な 機能を保全すると共に、農業振興策を進め生産基盤 の改善に努めます。」「市民がより身近に農業とふれあえるよう、市民農園※ の開設を進めま
す。」
「本市の農業は、米やバラ・きゅうり・いちごなどの特産 品が有名で、良好な自然環境や居住環境、教育環境の 形成に大きく寄与しています。しかしなが
ら、農家数と 農業産出額は共に減少傾向にあり、遊休農地の増加な どによって、食料自給や環境保全の場としての機能低 下が懸念されます。農地の
維持及び保全や担い手づく り、また「花と緑のふれあい拠点」の整備を進め、い かすことが課題です。」
（１）課題
「 海・川・丘陵・田園などを中心に、海や川は「良 好な水辺の 環 境 と 調 和 し た ゾ ー ン 」、丘 陵 は「 豊 か な 自 然 を い か したゾーン」、田園は「 













































③平塚市緑の基本計画（第 2次）（2010 年） 














2008 年度末 28.00 16.69 69.44 





















表 4-31 緑の基本計画（第 2次）で示された計画の目標指標  
吉沢地区 
図 4-12 平塚市緑の基本計画（第 2次）で示された「緑と水の将来構想」 
※平塚市 HP より引用 http://www.city.hiratsuka.kanagawa.jp/common/100060930.pdf 
184 
 
（8） 平塚市総合計画 生活快適・夢プラン改訂基本計画（2012 年） 
 
①平塚市総合計画 生活快適・夢プラン改訂基本計画（2012 年） 
 2010 年についに市の人口が減少傾向に転じ、その 2 年後の 2012 年には、【平塚市総合計































































































































































































































































































表 4-33 【平塚市市街化調整区域の土地利用方針】で示されたエリア区分（原文ママ） 
187 
 
(9) 平塚市総合計画 ひらつか NEXT（2016 年） 
 
①平塚市総合計画 ひらつか NEXT（2016 年） 
























































































































































































表 4-34 【平塚市総合計画 ひらつか NEXT】の抜粋内容 
189 
 
②平塚市都市マスタープラン（第 2次）別冊（2017 年） 



































図 4-13 【平塚市都市マスタープラン（第 2次）別冊】で示された平塚市の将来土地利用構想 

























































































































































 その上で、過去の計画から変遷を概観すると、まず 1968 年の新都市計画法制定前では、
高度経済成長期の影響を受けて、工業と農業の調和ある発展がテーマとなり、平塚市にお
いては土沢地域に住宅団地を開発することが計画されていた（図 4-14：上段右側）。 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































に合致する地域住民に調査の協力を依頼した結果、会員数 140 名の約 1 割に相当す
る、13 名の役員以上の地域住民に調査を実施することができた（表 5-1）。 





 調査は、2017 年 3 月から 8 月までの期間に実施し、一人当たりの調査時間は平均











表 5-1 ヒアリング調査対象者の内訳  
※1 1 回のヒアリングでは完結せず、2 回にかけて実施 
※2 2 回のヒアリング調査の合計時間 
※3 調査対象者の希望で、3 名同時にヒアリングを行った 
性別 調査対象者 居住自治会区 農業従事形態 年代（調査当時） 吉沢地区居住歴 調査日時（2017年） 調査会場 調査時間 備考
男性 a氏 専業農家 80歳代 80年以上 8月2日 調査対象者自宅 約120分 生後から吉沢地区に居住
男性 b氏 定年帰農者 70歳代 70年以上 8月10日 調査対象者自宅 約130分 生後から吉沢地区に居住
男性 c氏 非農業従事者 70歳代 20年以上 8月3日 X社事務所 約130分 約25年前に移住
男性 d氏 専業農家 80歳代 80年以上 7月25日 調査対象者自宅 約150分 生後から吉沢地区に居住
男性 e氏 兼業農家 70歳代 70年以上 5月4日 調査対象者自宅 約120分 生後から吉沢地区に居住
男性 f氏 定年帰農者 70歳代 70年以上 4月13日 X社事務所 約160分 生後から吉沢地区に居住
男性 g氏 専業農家 70歳代 70年以上 3月13、27日※1 調査対象者自宅 約200分※2 生後から吉沢地区に居住
男性 h氏 定年帰農者 70歳代 70年以上 5月9日 X社事務所 約150分 生後から吉沢地区に居住
男性 i氏 60歳代 60年以上 8月3日 X社事務所 約120分 生後から吉沢地区に居住
女性 j氏 50歳代 10年以上 6月20日 めぐみが丘集会所 約300分 2002年のめぐみが丘開発時に移住
男性 k氏 50歳代 10年以上  7月23日※3 めぐみが丘集会所 約100分 2003年のめぐみが丘開発時に移住
男性 l氏 50歳代 10年以上  7月23日※3 めぐみが丘集会所 約100分 2004年のめぐみが丘開発時に移住
















































3 つの観点 具体例 




































図 5-1 ヒアリング調査の聞き取り項目と具体的手順 
〇〇〇〇〇 3 つの観点 
〇〇〇〇〇 3 つの観点 












敬称略）。調査は、両名とも 2020 年 11 月 3 日に X 社の事務所で実施し（同日に別々






















る調査（「第 3 回平塚市住民実態調査（1969 年）」と「第 2 次平塚市都市マスター








向」の変遷を、表 5-2 から表 5-14 に示す。 
 
＜ヒアリング調査結果の概略＞ 





模・場所」の 2 点であった。この 2 点は、基本的には「1960 年代の土地売却時」「第
1 次開発計画時（1988 年）」「第 2 次開発計画時（2007 年）」「吉沢八景選定プロ
ジェクト時（2016 年）」の 4 つの時代区分毎に変化がみられた。 
 以下、1960 年代に X 社にゆるぎ地区の土地を売却した理由（該当者のみ）と、4
つの時代ごとに考察を記す。 
 
＜1960 年代に X 社にゆるぎ地区の土地を売却した理由＞ 
 ゆるぎ地区に農地や山林を所有し、且つ 1960 年代に X 社に売却した調査対象者
は、13 名の内 8 名であった。その 8 名の売却した地目と、その売却理由について、













 地目別にみてみると、農地を売却したのは、a 氏・b 氏・e 氏・f 氏・h 氏・i 氏（以

























































































































 1960 年代に X 社にゆるぎ地区の土地を売却した際に、吉沢地区の土地利用につい
て意識していたのは a、e、f、g の 4 名の調査対象者であった。それ以外の調査対象
者は、当時吉沢地区外へ通勤しており吉沢地区の土地利用に関心を示していなかっ
たか、そもそもまだ吉沢地区に居住していなかった。 

















































































表 5-16 第 3 回平塚市住民 
実態調査（1969 年）抜粋① 
図 5-2 各地区の行政に対して希望した施策の割合 
    （「第３回平塚市住民実態調査（1969 年）」の結果を基にグラフ作成） 
表 5-17 第 3 回平塚市住民 
実態調査（1969 年）抜粋② 

























＜第 1 次開発計画（1988 年）時の「土地利用の実態に対する認識・評価」と「将来
の土地利用意向」＞ 
 この時期になっても、ゆるぎ地区の土地利用について意識していたのは前項の a、
e、f、g の 4 名の調査対象者のみであった。4 名ともゆるぎ地区に研究所や住宅地を



































＜第 2 次開発計画（2007 年）時の「土地利用の実態に対する認識・評価」と「将来
の土地利用意向」＞ 
 この時期になると、他の調査対象者も仕事を定年退職して自治会に入会して、さら




 住宅地開発を希望する理由として、まず a、c、e、g、h、I、j、k、l、m の 10 名
が、新たな住民の増加による吉沢地区の活性化を掲げていた。これは、1995 年をピ
ークに減少傾向へと転じた旧住民の人口減少を案ずるものである。特に少子化が深






















































地開発の規模と場所には、主に 2 つのタイプが存在していた（図 5-3）。 
まず A タイプは、ゆるぎ地区の 3～5 割の農地・山林を住宅地に開発するもので、
すなわち第 2 次開発計画の計画に全面的に賛同していた地域住民が該当する。第 2
次開発計画時は、a、c、d、e、f、g、I、k、l、m の 10 名が希望していた。 
他方 B タイプは、農地を住宅地に開発せず、代わりに山林や既存集落の周辺部に





















































土砂災害の危険性の高まり h i j k l m 
山火事の危険性の高まり a d g h 
農地の日照不足 c  
ゴミの不法投棄の増加 a e d 
獣害の増加 a 















＜A タイプ＞ ＜B タイプ＞ 
希望する住宅地開発の規模・場所は， 
２つのタイプに分かれている 






































































































































































































































































































希望する住宅地開発の規模を図 5-3 の A タイプから B タイプへと移行していた。つ
まり、希望する住宅地開発の規模が縮小し、場所も山林のみへと変わるようになった。 
























































表 5-2 a 氏の土地利用に対する意識の変遷 


















































































































表 5-3 ｂ氏の土地利用に対する意識の変遷 















































































































































表 5-5 ｄ氏の土地利用に対する意識の変遷 




















































































































































































































表 5-7  f 氏の土地利用に対する意識の変遷 


































































































































































































































































   では定住者が皆無になって








































表 5-9 h 氏の土地利用に対する意識の変遷 






















































































































表 5-11 j 氏の土地利用に対する意識の変遷 
表 5-12 k 氏の土地利用に対する意識の変遷 








































































































































表 5-13 l 氏の土地利用に対する意識の変遷 

































































































































吉沢地区自治会連合会会長 A 氏  
 


































































































































































































































そしてプロジェクトの選定段階では、13 名のヒアリング調査対象者の内 1 人を除
く 12 名が、吉沢八景の選考委員を務めていた。集まった応募景観に対する選考委員


























吉沢小学校 5 年生 













































 ｂ、ｈ、ｊを除く 10 名の調査対象者が、2010 年以降の「産官学民」協働の地域
づくりの一連の取り組みを経て、吉沢地区の里地里山に対する保全意識が芽生えた
ことが確認された。 













































































































農地を重要な景観構成要素として内包しており、その農地は第 1 次・第 2 次開発計
画においては住宅地として開発される予定とされていた。 
つまり、第 2 次開発計画（2007 年）時において A タイプの住宅地開発を希望して





























































表 5-22 選考の視点［ア 将来に残し育てたい風景である］で選考委員 
の中から 10 票以上の票を獲得した応募景観一覧 
（数字は応募景観番号を示す）※1 



































0% 20% 40% 60% 80% 100%
N=285人
評価が少し高まった
表 5-23 小学生・中学生の応募景観と応募理由の関係性 
 





















として、過去の第 1 次開発計画と第 2 次開発計画において住宅地に転用予定であっ






















































































































































































































既存 集 落の生 活 環境 の向 上  








第 1 次開発計画に賛同 
“活性化” 
人口 流 出の抑 制  




















里山の管 理  
主体の増 加  
人口 流 出の抑 制  






区の管 理 放棄 化が深 刻
既存 集 落の人 口 減
少が深 刻になる 
“農 地・山林の管 理放 棄 化が 
引き起 こす諸 問題の解 決” 
来訪 者・交 流  
人口の増 加  
良好な里 山  
風景の保 全  
“活性化” 





里山の管 理  
主体の増 加  
生活 利 便性  
の向上  
地域 経 済が潤う 
定住 人 口増
吉沢八景の展開  住宅地開発 
里山 風 景の 
魅力の再 認識  
ゆるぎ地区 全 体の 
管理 放 棄化が深 刻  
既存 集 落の人 口 減少
が深刻になる 
近隣 地 域の 







“農 地・山林の管 理放 棄 化が 



































 第 3 章から第 5 章にかけて明らかにした「土地利用」「土地利用に関連する制度・計画」
「地域住民の意識」の各調査項目を比較した結果、各主体（平塚市・神奈川県・国・平塚市・




  （以下；「A 大規模住宅地開発推進」） 
B：農地・山林に対し相対的に開発規模の小さい宅地開発を推進（希望）している段階 
  （以下；「B 小規模住宅地開発推進」） 
C：中立/どちらともいえない 
  （以下；「C 中立的」） 
D：（基本的には）農地・山林の保護を推進（希望）する段階 
  （以下；「D 保護推進」） 
 
 そして、その住宅地開発に対する態度の段階に対する各主体間の関係性の違いから、1960
年代から 2020 年現在の期間は、6 つの時期に区分することが出来た。 
以下、各調査項目の変遷および各主体の住宅地開発に対する態度の関係性の変遷を示し
た図 6-1 と、各調査項目で明らかにした各事象に対する結果と要因の関係性を示した図 6-2
と併せて、各時期の関係性について整理した。 















(1)  第Ⅰ期：1960 年～1967 年（都市計画法制定前） 
 
①第Ⅰ期における土地利用の実態 




















































































































価値消失 など                               
B 小規模住宅 
地開発推進 
X 社 ・住宅地開発計画 
A 大規模住宅 
 地開発計画 
表 6-1 第Ⅰ期における行政側（国・神奈川県・平塚市）の吉沢地区に対する土地利用方針 
表 6-2 第Ⅰ期における地域住民の土地利用に対する意識と X社の土地利用方針 
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された（図 6-2:矢印番号 5）。 

















































































































X 社 第Ⅰ期から変化なし 
A 大規模住宅 
 地開発計画 
表 6-3 第Ⅱ期における行政側（国・神奈川県・平塚市）の吉沢地区に対する土地利用方針 
表 6-4 第Ⅱ期における地域住民の土地利用に対する意識と X社の土地利用方針 
244 
 




















































































































新 神 奈 川 計 画
（1987） 






・新平塚市総合計画   
（1988） 






表 6-5 第Ⅲ期における行政側（国・神奈川県・平塚市）の吉沢地区に対する土地利用方針 
表 6-6 第Ⅲ期における地域住民の土地利用に対する意識と X社の土地利用方針 
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(4) 第Ⅳ期：1998 年（かながわ新総合計画策定時）～ 







に至り、その結果、1970 年から 1995 年の期間以上に、住宅地開発による農地・山林の減
少が進行していた(図 6-2:矢印番号 11)。 
 
②国：C 中立 

















































































































X 社 第Ⅲ期から変化なし（実際は第１次開発計画を断念） 
A 大規模住宅 
 地開発計画 
表 6-7 第Ⅳ期における行政側（国・神奈川県・平塚市）の吉沢地区に対する土地利用方針 
表 6-8 第Ⅳ期における地域住民の土地利用に対する意識と X社の土地利用方針 
250 
 



















































⑥地域住民：A 大規模住宅地開発推進、B 小規模住宅地開発計画 



























































































表 6-9 第Ⅴ期における行政側（国・神奈川県・平塚市）の吉沢地区に対する土地利用方針 
表 6-10 第Ⅴ期における地域住民の土地利用に対する意識と X社の土地利用方針 
253 
 
















































































国 第Ⅴ期から変化なし D 保護推進（継続） 
神奈川県 第Ⅴ期から変化なし D 保護推進（継続） 




















（13 人中 6人） 
   
B 小規模住宅地 















表 6-11 第Ⅵ期における行政側（国・神奈川県・平塚市）の吉沢地区に対する土地利用方針 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































以上、1960 年代から 2020 年現在までの、「土地利用」「土地利用に関連する制度・計画」「地















































































































































【A タイプ】 【B タイプ】 
地域住民は、①里山エリアの農地・山林の管理放棄化の問題解決、②里地エリアの生活環境の改善、③新住民増加による地域の活
性化、を目的にゆるぎ地区の農地・山林の一部に住宅地開発を希望した。また、地域住民の中でも、山林・農地の一部への住宅地開























































































































図 7-1 地域住民が希望した土地利用の変遷 
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(1) ArcGIS10.6 を用いて分析を行った。 
里地里山のエリアには、「自然環境保全基礎調査 第 5 回植生調査現存植生図(1993 年 
〜1998 年）」を基に環境省が作成した里地里山地域の境界データ（1km メッシュ単位
を用いた。調整区域のエリアは、国土数値情報の調整区域の最新データ(2011 年)を使 
用した。以上 2 つのエリアデータを重ね合わせることで、調整区域に位置する里地里 
山のエリアを確定させた。 
次に土地利用のデータに関しては、国土数値情報の土地利用細区分メッシュデータ 
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(1) 引用した「第 2次平塚市都市マスタープラン策定に向けた市民意向調査結果（報告書） 
（2007）より、図 5-4,5-4 のアンケートは双方とも、土沢地区が含まれる西部地域（調
査時の総人口：20432 人）に対して 393 部配布され、回収数は 135 部で回収率は 34.8 
％であった。なお、西部地域には土沢地区の他に西金目地区と南金目地区が含まれて 














The transition of land use and local residents’ consciousness of Satochi-Satoyama  
in the Urbanization Control Area, Kisawa Area, Hiratsuka City, Kanagawa Prefecture 
 
1  Background and Objectives of the Study 
 Under the City Planning Act (enacted in 1968), which inherited the Green Belt concept, city 
planning areas can now be divided into either urbanization promotion areas or urbanization control 
areas (hereinafter referred to as “UCA”). About 60 % of the Satochi-Satoyama in the suburbs of cities 
are located in UCAs. However, with the development of residential areas, the area of farmland and 
forest in UCAs has seen a steady decline, and the number of people (farmers) responsible for managing 
Satochi-Satoyama in each UCA is rapidly decreasing, leading to social problems such as the 
abandonment of farmland and forest management and the decline of existing villages. In addition, 
there has been an existing belief that land that is difficult to convert into farmland should be left to 
naturally transition as forests. 
 In response to the social problems of the Satochi-Satoyama in the UCA and today’s declining 
population, the government has been proposing policies to reduce the size of cities. However, it 
remains unclear what kind of evaluation and opinion the local residents living in the UCA where urban 
functions are not concentrated have about these policies. Therefore, it is necessary to clarify discussion 
points about land use among local residents (including landowners) and the government in Satochi-
Satoyama located in the UCA. In addition, it is important to understand the history and background of 
the discussion points in order to build a consensus on land use between the government and local 
residents in the future. 
While there are a number of studies on suburban and rural areas, there are not many from the 
perspective used in this study. 
Based on the above background, this study aimed to examine the transition of Satochi-Satoyama 
located in the UCA to clarify the discussion points in terms of land use between the government and 
local residents. Specifically, we tried to understand the transition of Satochi-Satoyama in terms of the 
relationship between “land use,” “(local) government’s policy and plans related to land use,” and 
“local residents’ consciousness,” which have been found to interact along a time axis. 
Further, there are various types of Satochi-Satoyama located in UCA, depending on topographical 
characteristics, the location of city planning, and the existence and the characteristics of Satoyama 
Conservation Activities. In this study, we selected the Kisawa area in Hiratsuka City, Kanagawa 
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Prefecture, as the case study site for the following three reasons: 
(1) Satochi-Satoyama is located near the urbanization promotion area with a high demand for 
residential development 
The Satochi-Satoyama area located in the UCA is relatively mixed with old and new residents, and 
that is why consensus building on land use is all the more essential. 
(2) Satochi-Satoyama where developers made development plans 
In the Kisawa area, a developer Company X was able to acquire farmlands and forests in the 1960s 
and has been closely involved in the development of the area ever since. This is not only true for the 
Kisawa area, but also in many other areas of Japan, as most farmland and forests were acquired by 
developers during the period of high economic growth, wherein these lands were converted into 
residential areas and golf courses. Thereafter, there have been reports of problems such as 
environmental degradation in the surrounding area due to the abandonment of land management. In 
these areas, it is expected that the government and local residents will have different views on 
residential land development. 
(3) Satochi-Satoyama where Satoyama Conservation Activities have been carried out by various 
actors 
In the Kisawa area, a “company-government-university-resident” collaborative community-making 
project (hereinafter referred to as “CGUR-ccmp”) has been underway since 2008, with the main 
objective of revitalizing the Satochi-Satoyama. In recent years, Satoyama Conservation Activities 
have been conducted all over Japan, and these activities initiated by various actors such as those in the 
Kisawa area might change the thinking of the government and the consciousness of local residents 
about land use. 
 
2  Land Use Changes in Satochi-Satoyama in Kisawa District 
 In this study, we analyzed the changes in land use from the Meiji era to the present based on map 
data and aerial photographs from 1882, 1970, 1995, and 2018 using ArcGIS 10.6. Land use categories 
included “forest,” “rice field,” “field,” “residential area (village),” “golf course,” and “other.”  
As per our findings, the “forest” area was noted to decrease (1.97 ㎢ to 1.69 ㎢) from 1882 to 1970, 
while the “residential area” (0.14 ㎢ to 0.27 ㎢) and “field” area (2.51 ㎢ to 2.66 ㎢) slightly increased. 
It was hypothesized that the growing population and the demand for food from 1882 to 1970 have 
resulted in an increase not only in the “residential area” but also in the “field” area. 
In this present study, we have interviewed the owners of the land that had been converted from forest 
in 1882 to fields in 1970. It was confirmed that the landowners had cultivated the forests into fields 
after WWⅡ. It was also suggested that this was a result of the farmland reform after WWII, as small 
farmers became self-supporting farmers, who needed more farmland to maintain their household 
income through agriculture. 
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 Next, after the designation of the UCA (1970–2018), the “fields” area (2.66 km2→1.67 km2) and 
“rice fields” area (0.22 km2→0.01 km2) were also observed to decrease, while “residential areas” 
(0.27 km2→0.77 km2) and “forests” (1.69 km2→1.99 km2) increased. During this period, two 
phenomena coexisted. The first was the conversion of agricultural land (fields and rice paddies) into 
forests due to the abandonment of cultivation. The second was the reduction of agricultural land (fields 
and rice paddies) and forests due to the development of residential areas. During the period from 1970 
to 1995, “the conversion of agricultural land into forests due to abandonment of cultivation” was 
prominent,” and from 1995 to 2018, “the reduction of agricultural land and forests due to the 
development of residential areas” was prominent. In addition, aerial photographs and field surveys 
confirmed the devastation of mountain forests. 
When we interviewed the landowners of the mentioned areas, the decline of agriculture and the lack 
of successors to their own farmland were identified as factors contributing to “the conversion of 
agricultural land into forests due to the abandonment of cultivation” and “the reduction of agricultural 
land and forests due to the development of residential areas.” The field survey confirmed that 
farmlands and forests close to the villages were sold as residential areas, and farmlands located in the 
forests far from the villages were then abandoned. It was also pointed out that the change to alternative 
fuels such as oil and gas from firewood since 1970 caused the devastation of forests (hereafter, “the 
conversion of agricultural land into forests due to the abandonment of cultivation” and “devastation 
of forests” are collectively referred to as “management abandonment of farmland and forest”). 
 One of the factors that significantly affected land use of Satochi-Satoyama is the demographics of 
the village. As a result of a literature survey on the changes in the demographics of local residents 
before and after the designation of the UCA, we have determined that before the designation of the 
UCA in the 1960s, the number of households increased slightly due to the branching of families from 
the main family, and the Satochi-Satoyama was being used sustainably. After the designation of the 
UCA, both the branching from the main family and migration from other areas were confirmed, with 
migration from other areas being more common. 
In other words, since branch family housing was permitted in the UCA since the enactment of the 
City Planning Act in 1968, no association was noted between the UCA designation and population 
decrease. 
 
3  Changes in the (local) government’s policy and plan related to the land use of Satochi-
Satoyama and local residents’ consciousness in Kisawa area 
 To better understand the governmental policies and plans related to land use in the Kisawa area, we 
conducted a literature survey of related policies and plans, for example, the Comprehensive Plan. 
When examining “local residents’ consciousness,” we conducted an interview survey to confirm their 
consciousness of future land use during each period. As a result, there were noted differences in the 
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relationship between the governments and residents according to the following time periods. 
Phase I: 1960–1967 (before the enactment of the City Planning Act) 
 Hiratsuka City’s “Basic Plan for New City Construction” formulated in 1962 has set a policy of 
developing housing complexes in the suburban rural areas, including the Kisawa area, in response to 
the industrial development that accompanied the rapid economic growth at that time. During this 
process, it was planned that agricultural workers who were expected to lose their jobs would be 
transferred to new factories to make adjustments. It was also assumed that farmland and forests would 
be converted into housing complexes; further, the policy also intended to improve farmers’ income by 
improving farmland and other production infrastructures. The construction of sewerage systems was 
one of the most important infrastructure improvements. However, the policy was to focus on only the 
urban areas of the time, and there was no mention of efforts to improve the living environment in rural 
areas. 
 In addition, local residents of the Kisawa area have sold part of their farmland and forest in the 
Yurugi area (Satoyama in the southern part of the Kisawa area) to a developer, Company X, during 
this period. It was then determined that the land sold was expected to be developed as a new residential 
area, which was expected to improve their living environment via improvements in road 
infrastructures and sewage systems. 
Phase II: 1968 (when the City Planning Act was enacted) to 1987 (before the first development 
plan) 
 In 1968, the City Planning Act was enacted, and UCAs were defined as “areas where urbanization 
should be controlled.” In 1970, Hiratsuka City established its urban planning area, and the Kisawa 
area was designated an adjustment area. In the “Hiratsuka City Comprehensive Development Plan” 
formulated in the same year, it was clearly stated that the UCA was “land that should be preserved as 
agricultural land in the long term.” 
 However, the local residents’ consciousness of land use during this period did not change from 
Phase I. 
Phase III: 1988 (at the time of the first development plan) to 1997 (before the new Kanagawa 
Comprehensive Plan) 
In 1987, the “Fourth National Comprehensive Development Plan” has presented a “multi-polar 
decentralized” national land formation policy to correct the unipolar concentration in major cities. In 
1988, Hiratsuka City formulated the “New Hiratsuka City Comprehensive Plan” and proposed the 
“Rose Hill High-Tech Park Concept” (the first development plan of Company X was also part of this 
concept) for the Kisawa area, where agriculture was declining, and farmland and forests were being 
abandoned. The plan called for the development of residential areas and the attention of research 
institutes to revitalize agriculture and improve the area’s living environment. 
 The local residents agreed with Hiratsuka City’s plan, wanting to develop residential areas. In 
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addition, they began to cite the “abandonment of farmland and forests” as the reason, as residents’ 
increasingly focused on various problems such as the increased risk of landslides and forest fires due 
to abandonment, the lack of sunlight on existing farmland, and the illegal dumping of garbage. In 
addition, the scale of the desired residential land development had also expanded compared to Phase 
II. 
Phase IV: 1998 (when the new Kanagawa Comprehensive Plan was formulated) to 2006 (before 
the second development plan) 
 After the collapse of the bubble economy, the national government formulated the “Grand Design 
for the National Land of the 21st Century” in 1998, which is a policy that aimed for a “multi-axis” 
type of national land formation in anticipation of a declining birthrate, aging population, and declining 
population. Hiratsuka City also formulated the “New Hiratsuka City Comprehensive Plan Revised 
Basic Plan” in the same year, which has effectively abolished the “Rose Hill High-Tech Park Concept” 
and instead formulated the “Shonan Hills Fureai-no-Mori Plan.” In this plan, the development of 
residential areas was abolished, and in order to protect the agricultural land and forests in the Kisawa 
area, the policy of revitalizing agriculture and preserving Satoyama through interaction with urban 
residents was presented, including the establishment of citizen farms. There was no change in the local 
residents’ consciousness of land use during this period from Phase III. 
Phase V: 2007 (when the Second National Development Plan was formulated) to 2015 (before 
the Kisawa-Hakkei selecting project) 
 In the “(First) National Land Formation Plan” formulated in 2008 and the “(Second) National Land 
Formation Plan” formulated in 2015, the national government set forth a “compact + network” type 
of national land formation policy in response to the arrival of a society with a declining population. 
 In response to these plans, Hiratsuka City formulated the “Hiratsuka City Urbanization Control Area 
Land Use Policy” in 2012, subdividing the UCA into conservation areas and urban development areas. 
The policy has concentrated on housing and convenience facilities in the center of the village while 
regulating and protecting the surrounding farmland and forests from development. 
 The local residents have generally agreed with the contents of the second development plan 
formulated by Company X in 2007. This plan covers the conversion of some abandoned farmland and 
forest into residential areas where the new and old residents could work together to try to preserve the 
remaining farmland and forest. 
Phase VI: 2016 (at the time of the Kisawa-Hakkei selecting project) to 2020 (present) 
 During this period, no major changes were noted in the government’s plan, except for the CGUR-
ccmp that started in 2010 maturing. A variety of initiatives, such as town walking events and Satoyama 
Conservation Activities, were regularly implemented through the collaboration of people inside and 
outside the Kisawa area. The Satoyama landscape, consisting mainly of farmland in the Yurugi area, 
was highly valued by people outside the Kisawa area. As a symbolic event, two Satoyama landscapes 
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were selected as one of the eight sceneries of the Kisawa area during the Kisawa-Hakkei selecting 
project (2016). As a result, some local residents began to want to develop small-scale residential areas 
only in the mountain forests. However, even though their demand for a residential area has declined, 
they still wanted to develop residential areas in the mountain forests and/or farmlands. The reason was 
that they believed it was necessary to develop residential areas “to some extent” and increase the 
number of people responsible for the maintenance and management of farmlands and forests to solve 
the problem of the management abandonment of forest and farmland. Some local residents pointed 
out that the extremely limited scope of the Satoyama Conservation Activities, which began due to the 
CGUR-ccmp, was one reason they wanted to develop “some” residential areas. 
Furthermore, they were able to recognize that developing residential areas in the central part of the 
village only, as planned by Hiratsuka City, would not solve the problem of the management 
abandonment of forest and farmland because there were only a few places in the village that could be 
developed. In addition, when we compared the attitudes of the old and new residents (residents of new 
residential areas) of the Kisawa area toward land use, we found that all the interviewees wished to 
develop residential areas in some parts of the farmland and forest and that there were no major 
differences between the old and new residents. The reason was that the new residents who were 
interviewed had actively participated in community-making events through the CGUR-ccmp and 
shared the problem of the management abandonment of farmland and forests during this process; thus, 
they are aware of the need to develop residential areas to secure human resources. 
 
4  Conclusion 
 The following three points were revealed as changes were noted in terms of “land use,” “(local) 
government policy and plan,” and “local residents’ consciousness” of Satochi-Satoyama in the Kisawa 
area of Hiratsuka City; further, these three points consider the future conservation of Satochi-Satoyama 
in the UCA. 
(1) Changes in the relationship between “land use,” “(local) government policy and plan- related 
land use,” and “local resident’s consciousness” 
 At first, it has been determined that farmland and forests had been decreasing since 1970 due to the 
development of residential areas, and that this trend did not fit the UCA policy. This was an expression 
of the intentions of local residents who were hoping to improve their living environment. In addition, 
the decrease in farmland and forest due to the development of residential areas became more 
pronounced after 1995, but this can also be attributed to the government’s plan to develop residential 
areas (Rose Hill High-Tech Park Plan) in response to the wishes of the local residents as stated in 1988, 
and part of this plan was realized. Since 2008, due to a declining population and the spread of the 
concept of compact cities, the government then determined that the decrease in farmland and forests 




 The management abandonment of farmland and forest that has been observed since the designation 
of the UCA is thought to have been caused by external factors such as the fuel revolution and the 
decline of agriculture. Since the first development plan in 1988, local residents have become more 
aware and concerned about the “management abandonment of farmland and forests,” rather than the 
“the reduction of agricultural land and forest due to the development of residential areas.” As a result, 
they became dissatisfied with the UCA system and began hoping for partial residential developments 
with the expectation that the number of management entities would increase to solve various problems 
caused by the abandonment of farmland and forests. 
In addition, since 2010, through the CGUR-ccmp, some local residents who have come to value the 
scenic value of farmland have accepted a reduction in the scale of residential development. This 
indicates that the CGUR-ccmp brought local residents and the government closer in their thinking 
about land use. 
(2) Discussion about land use problems between the government and local residents 
The first was the location and scale of residential land development. In accordance with the 
“compact + network (multi-polar concentration)” national land formation policy, the government took 
the position that residential land development was causing a decline in farmland and forests and 
adopted a policy of regulating developments on farmland and forests, designating residential land in 
the center of villages only. However, from the standpoint of “management abandonment of farmland 
and forests,” local residents wanted to develop residential areas on some of the farmland and forests 
in the Yurugi area to increase the number of people in charge of its management. 
The second is the effect of Satoyama Conservation Activities. The government has a policy of 
regulating the development of farmland and forests in the Yurugi area and continuing the Satoyama 
Conservation Activities to solve problems caused by the management abandonment of farmland and 
forests. On the other hand, local residents believed that as the Satoyama Conservation Activities area 
is very small, residential development is necessary to continue these activities. 
(3) Direction of consensus building in Satochi-Satoyama UCA 
There was a clear difference in basic thinking between the government, which emphasized the 
reduction of farmland and forest due to residential development, and the local residents, who 
emphasized the management of abandoned farmland and forests. 
 Regarding abandoned farmland and forests, the government has basically set the goal of resuming 
and continuing their management as a place of secondary nature and has further proposed policies 
such as expanding Satoyama Conservation Activities. On the other hand, local residents recognized 
abandoned farmland and forests as causing direct damage to their living environment, such as 
landslides. In other words, in response to the problems of declining agriculture and the abandoned 
management of forests, they were looking for ways to collaborate with non-farmers (urban residents) 
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to think about agricultural activities. Therefore, in the Satochi-Satoyama area near the urbanization 
area, the expectation of agricultural activities in cooperation with non-farmers is high, and the desire 






















































 明治期から現在までの土地利用の変遷を、1882 年・1970 年・1995 年・2018 年の地図資料及
び空中写真を基に、ArcGIS10.6 を用いて、各時期の土地利用の種別（「山林」「田」「畑」「住宅
地（集落）」「ゴルフ場」「その他」）、およびその面積を分析した。また、分析対象とした 4 期の
土地利用図から、1882 年〜2018 年の期間における土地利用変化を分析し、類型化を行った。 
 その結果、調整区域指定前（1882 年〜1970 年）の土地利用変化に関しては、「山林」の面積
が減少（1.97 ㎢→1.69㎢）し、「住宅地」の面積（0.14 ㎢→0.27㎢）と「畑」の面積（2.51 ㎢
→2.66㎢）は微増していた。 





















































第Ⅱ期：1968 年（都市計画法制定時）～1987 年（第 1次開発計画前） 





 この時期の地域住民の土地利用に対する意識は、第Ⅰ期（1960 年～1967 年、都市計画法制定
前）からの変化はみられなかった。 










第Ⅳ期：1998 年（かながわ新総合計画策定時）～2006 年（第 2次開発計画前） 







第Ⅴ期：2007 年（第 2次開発計画策定時）～2015 年（吉沢八景選定前） 
























































































































 なお、「産官学民」協働の地域づくりが 10 年以上展開してきた大きな要因として、事務























































 下嶋聖准教授からは、GIS の基本理論や ArcGIS の操作方法などを懇切丁寧に教えて頂
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